土 砂 等 管 理 計 画 書
　　　　年　　月　　日
　　瀬戸内市長　　様
　　　　　　　　　　　　　　（届出者）住　所
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　氏　名　　　　　　　　　　　　　　
　　　　　年　　月　　日付けで瀬戸内市開発事業の調整に関する条例第　条の規定により協議した開発行為について、土砂等の管理計画は次のとおりです。
記
１．土砂等の搬入計画（全体計画）
	開発区域の位置
	　　　


	開発区域面積
	　　　　　　　　　　　㎡


	土砂搬入量
	　　　　　　　　　　　㎥


	搬入期間
	　　　　　年　　月　　日　～　　　　　年　　月　　日


	運搬車両台数
	t車　　台　×　　　日


	作業日
	　　


	運搬作業時間
	　　ＡＭ　　　時　　　分　～　ＰＭ　　　時　　　分


	運搬経路
	　　別紙経路図のとおり


	その他
	


※　運搬経路については、国道、県道などの主要幹線道路から開発地までの経路図を添付すること。
　　土砂の積み替えをする場合には積替地を経路図に記載のこと。
　　作業日欄は、「日曜を除く毎日」のように具体的に記入のこと。
運搬作業時間欄はAM9時からの運搬を原則とすること。
２．土砂等の使用計画
　埋立て等に使用する土砂等について、搬入元の場所、土砂等採取区域の使用履歴、「土壌汚染対策法」に基づく指定区域の有無等を確認するとともに、開発行為の終了後に土壌汚染を生じる事の無いように「土壌汚染対策法」に定める汚染された土や「廃棄物の処理及び清掃等に関する法律」に定める産業廃棄物を含まないものであることを、次の方法により分析調査し、指定基準以下であることを確認してから使用します。
(1)分析項目について
　土壌汚染対策法（平成14年法律第53号）第5条の規定による環境省令で定める基準（以下指定基準という。）に掲げられている項目を対象とする。なお、土砂等の採取場所や採取区域の土地の使用履歴等を勘案し汚染を生じる可能性が明らかに低いと認められる項目については、市と協議の上分析対象から除外できるものとする。
(2)調査頻度について
　開発区域外から搬入する土砂等の量や搬入期間に応じて、適切に区分した上で、分析調査を実施するものとするが、具体的には市と協議の上決定するものとする。
３．土砂等の管理計画
　土砂等管理台帳（別紙様式）を備え置き、次の事項について確実に記録し6ヶ月ごとに市に提出するものとする。なお、使用する土砂等に関する情報について周辺住民や市から求めがあった場合、土砂等管理台帳等により情報を広く公開します。
(1)土砂等の搬入状況について
　開発区域外から搬入する土砂等の搬入量、搬入元ごとの土砂等搬入量並びに採取場及び採取場所の使用履歴
(2)分析測定結果等について
　分析測定項目の検討経緯（市との協議結果含む。）分析測定結果（計量証明書）及びその他必要な事項
４．開発事業中の留意事項
　分析調査を要しない土砂等であっても、常に目視や官能臭気調査により汚染土や産業廃棄物又はその疑いのある物の混入など異常の有無を確認します。
５．その他
　搬入土砂等に汚染土、産業廃棄物の混入、開発区域からの放流水、地下水の汚染の可能性がある場合には、直ちに搬入を中止し、市の指示する分析項目について土壌調査及び水質調査を行ない分析結果を報告します。
別　　紙
土 砂 等 管 理 台 帳
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　法人名　
搬入土砂等の詳細
	搬入元の所在地
及び排出者
	排出区分
(土砂の種類)
	搬 入 元
使用履歴
	搬入量
	搬　入
時　期
	搬入方法
（搬入業者名）
	指　定
区　域
	分析測定
の要・否
及び項目

	
	
	
	㎥
	
	
	有・無
	要・否
（　　項目）

	
	
	
	㎥
	
	
	有・無
	要・否
（　　項目）

	
	
	
	㎥
	
	
	有・無
	要・否
（　　項目）

	
	
	
	㎥
	
	
	有・無
	要・否
（　　項目）

	
	
	
	㎥
	
	
	有・無
	要・否
（　　項目）

	
	
	
	㎥
	
	
	有・無
	要・否
（　　項目）

	
	
	
	㎥
	
	
	有・無
	要・否
（　　項目）

	
	
	
	㎥
	
	
	有・無
	要・否
（　　項目）

	
	
	
	㎥
	
	
	有・無
	要・否
（　　項目）

	
	
	
	㎥
	
	
	有・無
	要・否
（　　項目）

	
	
	
	㎥
	
	
	有・無
	要・否
（　　項目）


※　「排出区分」欄は○○建設工事に伴う掘削残土、又は山土など具体的な土砂等の種類を記載すること。
　　「搬入元の使用履歴」欄は、搬入元の土地の具体的な使用の履歴を記載すること。
　　「指定区域」欄は、搬入元の土壌汚染対策法に基づく指定区域の指定の有無を記載すること。
　　「分析調査」欄は、分析調査の要否並びに分析項目数を記載すること。
　　　なお、分析調査を実施した場合には、土砂等の分析結果（計量証明書）を保存すること。
